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１．社会状況
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○我が国の総人口は、2010年にピーク（12,806万人）となり、以降は減少していく見通し。
○高齢人口は2010年から2060年までに約516万人増加するのに対し、生産年齢人口は約3,756万人、若年人口は約

893万人減少する見通し。

我が国の人口の推移（年齢層別）

出典：総務省「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2012年1月推計）」

（注１）「若年人口」は0～14歳、「生産年齢人口」は15～64歳、「高齢人口」は65歳以上の者の人口
（注2）1950～1969年、1971年は沖縄を含まない
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人口構造の変化（人口ピラミッドの変化）
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～19歳
2,287万人
(18.0％)

20～64歳
7,497万人
(59.0％)

65～74歳
1,517万人
(11.9％)

75～歳
1,407万人
(11.1％)

2010年(実績)

6,233万人 6,573万人
男性 女性

総人口 1億2,806万人

65歳以上
20～64歳 ＝

1人
2.6人

団塊の世代

団塊ジュニア

2025年

～19歳
1,849万人
(15.3％)

20～64歳
6,559万人
(54.4％)

65～74歳
1,479万人
(12.3％)

75～歳
2,179万人
(18.1％)

5,834万人
男性

総人口 1億2,065万人

6,232万人
女性

団塊の世代

団塊ジュニア

65歳以上
20～64歳

1人
1.8人＝

2040年

～19歳
1,467万人
(13.7％)

20～64歳
5,393万人
(50.3％)

65～74歳
1,645万人
(15.3％)

75～歳
2,223万人
(20.7％)

5,158万人 5,569万人

男性 女性

総人口 1億727万人

65歳以上
20～64歳 ＝

1人
1.4人

団塊の世代

団塊ジュニア

（出典）2010年「平成22年国勢調査」
2025年、2040年：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位(死亡中位)推計）

○2025年に団塊の世代は後期高齢者となる。
○１人の高齢者を2.6人で支えている社会構造が、2040年には１人の高齢者を1.4人で支える社会構造になる見込み。
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人口・世帯数の推移と将来推計（単位：千人）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所
『日本の世帯数の将来推計（全国推計）』（2013年1月推計）

【凡例】 -●-人口、-■-世帯、
■１世帯あたりの人員数、■ピーク

大都市圏：住生活基本法施行令で定める都道府県
（茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神
奈川県、愛知県、三重県、京都府、大阪
府、兵庫県及び奈良県）

地方圏：大都市部以外の道府県

（出典）
人口：日本の将来推計人口

（全国：2012年1月推計、その他：2013年3月推計）
世帯数： 日本の世帯数の将来推計

（全国：2013年1月推計、その他：2014年4月推計）
［国立社会保障・人口問題研究所］

【大都市圏】

【地方圏】

世帯数の減少
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ひとり親と子

夫婦のみ

単身世帯

夫婦と子

17,637
(33.3%)

18,457
(37.2%)

11,532
(23.3%)

10,500
(21.2%)

5,645
(11.4%)

（千世帯）

【世帯類型別世帯数】

○我が国の人口は減少局面に入っており、世帯数も2020年以降減少を続けていく見込み。
○今後、夫婦と子の世帯が減少していく一方、単身世帯の増加が見込まれ、2015年には総世帯の1/3に達し、その後

も増加する見込み。

４



8,144 

10,363 

0

5,000

10,000

2010 2025

（千世帯）
（千世帯）

【地域別高齢者世帯（注）の将来推計】

（千世帯）

（全 国） （大都市圏） （地方圏）

大都市圏：住生活基本法施行令で定める都道
府県 （茨城県、埼玉県、千葉県、東
京都、神奈川県、愛知県、三重県、京
都府、大阪府、兵庫県及び奈良県）

地方圏：大都市部以外の道府県

（注）高齢者世帯とは、世帯主の年齢が６５歳以上の
世帯を指す。

高齢者世帯の増加

+3,954
千世帯
（約1.2倍）

【参考】高齢者人口と高齢化率の推移
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（出典）
人口：日本の将来推計人口（全国：2012年1月推計）
世帯数： 日本の世帯数の将来推計（2014年4月推計）
［国立社会保障・人口問題研究所］
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+2,219
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（約1.3倍）

+1,735
千世帯
（約1.2倍）

○団塊の世代が後期高齢者となる2025年には、2010年と比べて高齢者世帯数が約400万世帯増加（約1.2倍）する見
込み。
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子育て世帯の減少
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【地域別子育て世帯（注１）の将来推計】

（千世帯）

（全 国） （大都市圏） （地方圏）

大都市圏：住生活基本法施行令で定める都
道府県 （茨城県、埼玉県、千葉
県、東京都、神奈川県、愛知県、
三重県、京都府、大阪府、兵庫
県及び奈良県）

地方圏：大都市部以外の道府県

（割合：%）

【参考】子ども（注２）の人口及び総人口に占める
子どもの割合の推移

注１）「子育て世帯」とは、世帯主が25～44歳の核家族世帯で、
子どもを含む世帯をいう。

注２）「子ども」とは、０～１９歳までの者をいう。

（人口：千人） 【凡例】 ■ 人口 -■-割合
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○子育て世帯数は、2025年には、2010年と比べて約２割減少する見込み。

（出典）
人口：日本の将来推計人口（全国：2012年1月推計）
世帯数： 日本の世帯数の将来推計（2014年4月推計）
［国立社会保障・人口問題研究所］ ６



２．住まいの現状
（１）高齢者世帯
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（出典）総務省「平成20年住宅・土地統計調査」

１住宅当たり㎡

ストック戸数

世帯主が65歳以上の二人以上の世帯の住宅ストックの状況

戸建て

138.4㎡
747万戸
68.7％

全体平均
115.6㎡

共同建て

79.9㎡
126万戸
11.6％

持家 873万戸 借家 214万戸
持家：借家＝
80.3：19.7

民営借家

60.6㎡
134万戸
12.3％

公的借家

51.9㎡
80万戸
7.4％

建て方

平均延べ床面積

住宅ストック数

住宅ストックシェア

凡例

※共同建ては、長屋建てを含む。
※民営借家は、給与住宅を含む。
※公的借家は、都市再生機構・公社の借家を含む。

１住宅当たり㎡

ストック戸数

世帯主が65歳以上の単身世帯の住宅ストックの状況

戸建て

119.2㎡
226万戸
55.2％

民営借家

45.9㎡
88万戸
21.7％

全体平均
89.1㎡

共同建て

69.8㎡
41万戸
10.2％

持家 267万戸 借家 141万戸

持家：借家＝
65.4：34.6

公的借家

48.1㎡
53万戸
12.9％

高齢者世帯における住宅ストックの現状（単身・二人以上の別）

○持家率は単身世帯で約65％、二人以上の世帯で約80％。
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住宅総数に
占める割合

持家 3,224万戸 借家 1,845万戸

112戸 84万戸 1,454万戸

持家：借家＝ ６：４

50.5%
（戸建て）

10.6%
（共同建て）

2.1%
（給与住宅）

3.7%
（公営）

1.6%
（都市再生機構・公社）

27.9%
（民営借家）

都市再生機構・公社の借家

2,670万戸 554万戸

61.9% 35.4%

※数値は居住世帯あり住宅総数を示す。なお、空き家等を含む住宅総数は6,063万戸。
※持家3,224万戸の内数として、「長屋建」及び「その他」分（40万戸（0.8%））が含まれている。
※持家・借家の他、不詳（141万戸（3.0％））がある。

（出典）総務省「平成25年住宅・土地統計調査（速報値）」

１住宅当たり㎡

持家 3,930百万㎡ 借家 881百万㎡

79.5% 17.8%
持家：借家＝ ８：２

195万戸

ストックシェア

全体平均
94.9㎡

132.2㎡

戸建て

73.5㎡

共同建て

給与住宅

公営の借家

都市再生機構住宅・公社の借家

民営借家

46.6㎡

53.5㎡ 51.9㎡ 50.4㎡

【参考】住宅ストックの現状（総計）

○我が国の住宅ストックにおける持借比率（戸数）は6：4。

９
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31.2

30

21

13.5

10.8

11.5

4.8

0.8

3.8

20.2

0 20 40

手すりが取り付けてあるなど、高齢者向けに設計されていること

部屋の広さや間取り、外観が自分の好みに合うこと

災害や犯罪から身を守るための設備・装置が備わっていること

ペットと一緒に暮らせること

駅や商店街に近く、移動や買い物に便利であること

医療や介護サービスなどが受けやすいこと

子どもや孫などの親族と一緒に住んだり、または近くに住めること

豊かな自然に囲まれていたり、静かであること

近隣の道路が安全で、歩きやすく整備されていること

親しい友人や知人が近くに住んでいること

趣味やレジャーを気軽に楽しめる場所であること

職場に近かったり、現在の職業に適した場所に面していること

その他

特にない

住
宅
に
関
す
る
こ
と

住
環
境
に
関
す
る
こ
と

そ
の
他

H22

H17

（出典）国土交通省「平成20年住生活総合調査」 （出典）内閣府「平成22年度高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」

【高齢者世帯の住宅、住環境に関する満足度】

22.5

20.8

27.8

21.3

52.1

49.2

48.6

54.1

21.2

24.9

19.1

20.8

3.2

3.9

3.4

3.0

0.9

1.3

1.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯合計

【n=10,187】

単身世帯

（65歳～74歳）
【n=1,871】

単身世帯

（75歳以上）
【n=2,055】

夫婦世帯

（家計を主に支える

者が65歳以上）【n=6261】

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 不明

【高齢者世帯が住宅、住環境に関して優先する事項】

高齢者世帯の住宅、住環境に関する満足度

る。

○高齢者世帯の住宅、住環境に関する満足度は、74.6％の世帯が住宅、住環境に満足している。
○住宅に関して優先する事項ついては、「手すりが取り付けてあるなど、高齢者向けに設計されていること」が、

39.1％と特に高い。住環境に関して優先する事項は、「駅や商店街に近く、移動や買い物に便利であること」が
35.4％、「医療や介護サービスなどが受けやすいこと」が30.3％と利便性を重視することが高い割合を示してい
る。
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住まいが古くなりいたんでいる

住宅の構造や造りが高齢者には使いにくい

台所、便所、浴室などの設備が使いにくい

住宅が広すぎて管理がたいへん

家賃、税金、住宅維持費など住宅に関する経済的負担が重い

日当たりや風通しが悪い

住宅が狭い

部屋数が少ない

Ｈ２２

Ｈ１７

Ｈ１３

高齢者が住宅で困っていること

（％）

○高齢者が住宅で困っていることは、「古さ」、「構造や造りが使いにくい」、「台所、便所、浴室などの設備が使
いにくい」が多い。

○「住宅が広すぎて管理が大変」が増加傾向。

【高齢者が住宅で困っていること】

（出典）内閣府「平成22年度高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」 １１
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住み替えニーズのある

高齢者世帯合計

【n=864】

単身世帯

（65歳～74歳）
【n=215】

単身世帯

（75歳以上）
【n=161】

夫婦世帯

（家計を主に支える

者が65歳以上）【n=6261】

持ち家（一戸建て）
持ち家（共同住宅）
民間の賃貸住宅
公営住宅、ＵＲ，公社などの賃貸住宅
サービス付きの高齢者向け住宅
友人同士などグループで居住する住宅
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8.2

11.5

7.9

7.3

15.8

11.7

10.7

18.7

68.5

68.3

73.3

67.0

5.9

6.7

7.1

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯合計

【n=10,187】

単身世帯

（65歳～74歳）
【n=1,871】

単身世帯

（75歳以上）
【n=2,055】

夫婦世帯

（家計を主に支え

る者

が65歳以上）
【n=6261】

住宅の建て替えを行い住み続ける
住宅を購入する、借りる、施設に入るなどして住み替える
リフォームなどを行い住み続ける
特に考えていない
不明

【建て替え・住み替えニーズ】 【住み替え先ニーズ】

（出典）国土交通省 「平成20年住生活総合調査」

高齢期における建て替え、住み替え等のニーズ

○高齢期における建て替え、住み替え等のニーズは、高齢者世帯全体の約25.6%に対し、意向がない世帯が約
68.5％。

○住み替え先の望ましい居住形態は、「サービス付き高齢者向け住宅」が全体の約29.7％と最も高く、続いて「住宅
型有料老人ホームなどの施設」が全体の約28.0％。
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オーナーに占める
割合

単身の高齢者 ８．０％

高齢者のみの世帯 ６．８％

障害者のいる世帯 ４．０％

小さい子供のいる世帯 １．３％

母子（父子）世帯 １．３％

【(財)日本賃貸住宅管理協会による調査】

オーナーに占める
割合

高齢者世帯 ５９．２％

障害者のいる世帯 ５２．９％

小さい子供のいる世帯 １９．８％

<入居者を拒否している賃貸人の割合>

<入居に拒否感がある賃貸人の割合>

会員企業にアンケート調査を実施（H22.11）。
15７社（約96.6万人のオーナー）から回答。

オーナーに占める
割合

高齢者世帯は不可 ４１．８％

障害者世帯は不可 ６６．９％

子育て世帯は不可 ３６．９％

【神戸市による調査】

神戸市内の民間賃貸住宅を抽出の上、オーナーに
アンケート調査を実施（H20.3）。約3,100人
のオーナーから回答。

オーナーに占める
割合

高齢者世帯は不可 ３０．８％

障害者世帯は不可 １７．８％

母子・父子世帯は不可 １１．３％

【三重県による調査】

三重県内の宅建業者にアンケート調査を実施。
（H23.3）。約830社より回答。

民間賃貸住宅における入居選別の状況

○住宅確保要配慮者に対する入居選別が行われている状況。
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【高齢者世帯の家計の状況】 【資産の使い方】

13.5

16.2

15.7

11.9

9.9

16.7

12.2

13.8

26.9

31.1

29.2

28.3

19.6

23.0

26.5

28.0

33.9

32.2

33.4

33.2

36.4

34.4

33.8

33.8

25.8

20.5

21.6

26.5

34.1

25.9

27.5

24.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯合計【n=3,398】

60～64歳【n=434】

65～69歳【n=876】

70～74歳【n=870】

75歳以上【n=746】

単身世帯【n=378】

夫婦二人世帯【n=1,287】

その他世帯【n=1,737】

年
齢
階
級
別

家
族
形
態
別

ほぼ毎月赤字になる ときどき赤字になる

ほとんど赤字にならない 全く赤字にならない

（出典） 「平成20年住生活総合調査」

49.5%

45.3%

45.0%

48.1%

55.0%

38.2%

44.1%

43.0%

37.9%

32.3%

12.4%

10.6%

12.0%

14.0%

12.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者世帯合計

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

資産はできるだけ子孫のために残してやる方がよい

資産は自分の老後を豊かにするために活用（売却、賃貸など）する方がよい

わからない

（出典）内閣府「平成22年度高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」

高齢者世帯の家計・資産の状況

○高齢者世帯の約40.4％は家計が赤字になる傾向。
○また、資産の使い方としては、できるだけ「子孫のための残してやる方がよい」が半数を占める。
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同居・近居等の現状①（世帯構成数）

2.2%

(26)

1.0%

(82)

6.2%

(163)

6.6%

(235)

9.4%

(242)

9.8%

(358)

15.8%

(415)

16.8%

(599)

31.4%

(768)

31.2%

(1,191)

35.0%

(852)

34.6%

(1,325)

高齢夫婦

世帯

高齢単身

世帯

一緒に

住んでいる

同じ建物

又は同じ

敷地内に

住んでいる

徒歩５分

程度の

場所に

住んでいる

片道15分

未満の

場所に

住んでいる

片道１時間

未満の

場所に

住んでいる

片道１時間

以上の

場所に

住んでいる

【高齢者世帯における子世帯との住まい方】

（出典）国土交通省「平成20年度住宅・土地統計調査」
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15,398 14,398
14,924 14,872 14,954 14,900 15,125 14,609 14,826 15,015 14,732 14,890 14,922 14,443 14,668 14,899 

1,480 1,718
2,060 2,112

2,592 2,618 2,841 2,670 2,774 2,968 3,002 3,006 3,202 3,230 3,180 3,263 3,348
3,621 

5,714 5,672
5,428 5,082

4,823 4,844 4,603 4,769 4,512 4,575 4,326 4,045 4,229 4,015 3,835 3,436 3,648
3,329 

1,904 1,959
2,245 2,478

2,796 2,909 2,919 3,006 2,934 3,016 3,137 3,337 3,136 3,234 3,320 3,180 3,370 3,334 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

昭和55

（1980）

60

（1985）

平成２

（1990）

７

（1995）

12

（2000）

13

（2001）

14

（2002）

15

（2003）

16

（2004）

17

（2005）

18

（2006）

19

（2007）

20

（2008）

21

（2009）

22

（2010）

23

（2011）

24

（2012）

25

（2013）

単独世帯 夫婦のみ 夫婦と未婚の子 ひとり親と未婚の子 三世代世帯 その他 （出典）厚生労働省「国民生活基礎調査（平成25年）」

【世帯構造別世帯数の年次推移】
約６．６％

約６５％

○三世代世帯については、年々減少してきており、平成25年の割合は6.6％。
○高齢者世帯における子世帯との近居等の割合は約65％。
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20.3

24.0

24.7

18.4

12.5

8.1

15.3

12.9

12.5

13.4

11.0

12.7

12.3

12.0

9.7

12.9

8.6

8.4

6.9

9.1

29.9

28.3

27.2

31.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者世帯合計

単身世帯

（65歳～74歳）

単身世帯

（75歳以上）

夫婦世帯

（家計を主に支える

者が65歳以上）

子と同居する（二世帯住宅を含む）

子と同一敷地内、または同一住棟の別の住

宅に住む

徒歩５分程度の場所に住む

片道15分未満の場所に住む

片道１時間未満の場所に住む

こだわりはない

※ わからない、不明を除く。

同居・近居等の現状②（高齢者世帯のニーズ）

（出典）国土交通省「平成20年住生活総合調査」

【子供との住まいのあり方に関する意向】

○高齢者世帯における子世代との同居・近居等に関するニーズは、約20％が同居、約50％が近居等。
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２．住まいの現状
（２）子育て世帯
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【子育て世帯の住宅の種類（世帯人員ベース）】

（出典）国土交通省「子育て世帯の支援に資する住宅の活
用事例等の収集分析業務報告書」（平成25年3月）
ウェブアンケート調査結果

【希望する居住形態】

59.4 

63.8 

57.6 

57.8 

55.4 

18.7 

15.4 

20.4 

19.7 

21.8 

5.4 

4.8 

4.9 

6.2 

6.3 

15.1 

15.0 

15.9 

14.1 

15.0 

1.4 

1.0 

1.2 

2.2 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

末子年齢0～3歳未満

末子年齢3～6歳の未就学児

末子年齢小学1～3年生

末子年齢小学4～6年生

【持ち家】戸建 【持ち家】共同住宅 【賃貸】戸建 【賃貸】共同住宅 その他

（出典）総務省「平成22年国勢調査」

71.8%
56.4%

70.6%

3.9%

4.0%

4.9%

1.6%

1.9%

1.4%

20.2%

31.8%

19.1%

2.5% 5.9% 3.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

一般世帯人員 0～4歳 5～9歳

給与住宅 民営の借家

都市再生機構・公社の借家 公営の借家

持ち家

子育て世帯の住まい等の現状

○子育て世帯は、子供の年齢にかかわらず、約８割の世帯は持家への入居を希望しているが、子どもが小さい世帯は
借家住まいが多い。
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[万円]

30－34歳
35－39歳

【30歳代の平均年収推移】

（出典）国税庁「民間給与実態統計調査」

35-39歳

30-34歳

（出典）不動産経済研究所「全国マンション市場動向」

（出典）一般財団法人建設物価調査会建設物価指数月報

【建築比指数の推移】

【全国のマンション価格推移】

116.0 

105.1 

 85.0

 90.0

 95.0

 100.0

 105.0

 110.0

 115.0

 120.0
（平成17年平均=100） ※対象都市：東京、工事費原価集合住宅 ＲＣ

住宅 Ｗ

子育て世帯の平均年収等の状況

○住宅の一次取得者層である30歳代の平均年収は低下傾向。
○また、住宅価格は上昇傾向であり、このような状況を踏まえると、子育て世帯の住宅取得は、年々難しくなってき

ているものと考えられる。

１９



29.5%

26.5%

27.3%

1.7%

1.2%

1.9%

4.7%

4.9%

2.9%

21.8%

18.3%

15.6%

9.1%

7.0%

5.6%

3.9%

4.4%

5.1%

3.2%

6.4%

8.4%

0.2%

0.4%

0.1%

2.9%

1.7%

2.5%

19.5%

24.0%

25.8%

3.3%

5.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子５歳以下

子６～11歳

子12～17
歳

預貯金や返済能力が不足

現在の住宅・宅地の売却がうまくいかない

返済能力はあるが、資金融資が受けられない、またはその額が少ない

支払い可能な額の範囲で気に入った住宅がない

物件に関する適切な情報の不足

住環境や住宅性能に関する情報が得にくい

住宅の改善方法について適当な相談相手に関する情報が得にくい

民間賃貸住宅への入居拒否

公的賃貸住宅への入居が困難

特にない

不明

3.1 

5.9 

2.8 

1.7 

1.9 

6.7 

12.3 

6.7 

3.9 

4.0 

23.5 

29.1 

23.5 

21.3 

19.9 

66.1 

51.6 

66.4 

72.5 

73.9 

0.7 

1.1 

0.6 

0.6 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住み替えが決まっている

住み替えに向けて検討している

住み替えたいが、具体的な検討はしていない

住み替えは想定していない

その他

全体

子０～３歳

子３～６歳

子小学１～３年

子小学４～６年

（出典）国土交通省「子育て世帯の支援に資する住
宅の活用事例等の収集・分析業務報告書」（平成２

５年３月）ウェブアンケート調査結果
（出典） 国土交通省「平成20年住生活総合調査」

【住み替えの意向】 【住み替えない理由】

子育て世帯の住み替え意向

○子育て世帯の住み替えの意向は約３割程度あるものの、住み替えない理由としては、「預貯金や返済能力が不
足」、「支払い可能な額の範囲で気に入った住宅がない」のほか、「物件に関する適切な情報の不足」、「住環境
や住宅性能に関する情報が得にくい」等の情報を理由に挙げている。
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【子育てにおいて重要と思う要素】
：住宅のニーズ

：住環境のニーズ

子育て世帯の住まいのニーズ

○子育て世帯の住まいのニーズとしては、「住宅の防犯性」、「広さ・間取り」、「安全性・遮音性等の居住性能」
の住宅のニーズのほか、「近隣の人たちやコミュニティとの関わり」、「子どもの遊び場、公園など」、「託児・
保育所などの利便」等の住環境のニーズも多い。

（出典） 国土交通省「平成20年住生活総合調査」２１



（出典）ベネッセ次世代育成研究所「首都圏・地方都市部ごとにみる乳幼児の子育てレポート」

【地域の中での子供を通じたお付き合いの状況】

子育ての孤立化

○子育てで孤立化を感じる人は約２割存在している。
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同居・近居等の現状

【子育て世代における親世代との同居・近居等】

（出典）国土交通省「子育て世帯の支援に資する住宅の活用事例等の収集・
分析業務報告書」（平成25年3月）ウェブアンケート調査結果

【子育て世代が同居・近居等を検討している理由】

11.8%

25.9%

22.8%3.0%

26.2%

3.8%
6.5%

仕事をしている日中に子どもの面倒を見て欲しいから

用事があるときに子どもの面倒を見て欲しいから

子どもの顔を親に見せたいから

親の顔が見たいから

親が心配だから

親の介護が必要だから

その他

（出典）三井のリハウス「子育て世代の住みかえ意識調査（2012年）」
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73.6 

72.7 

11.4 

10.4 

9.5 

9.0 

10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

末子年齢小学4～6年生

末子年齢小学1～3年生

末子年齢3～6歳の未就学児

末子年齢0～3歳未満

全体

同居（リビングや水回り等、住宅の一部または全部を共用しているもの）

隣居（同一敷地内の別棟、同じ建物やマンション内の別住戸等）

近居

遠距離

○子育て世代における親との同居・近居等に関するニーズは、約7％が同居、約83％が近居等をしたいというニーズ

がある（合計約90％）。

○同居・近居等を望む理由としては、生活面での支援への期待が最も多く、次いで親の安否を気遣う理由が多い。
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２．住まいの現状
（３）障害者世帯
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【在宅・施設別】

障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）

うち在宅 ７３６．４万人（９３．５％）

うち施設入所 ５１．５万人（ ６．５％）
               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３９３．７万人                    ７４．１万人              ３２0．1 万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 

３８６．４万人（９８．１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅知的障害者（児） 

６２．２万人 

（８３．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

２８７．８万人（８９．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所知的障害者

（児） 

１１．９万人 

（１６．１％） 

 

 

入院精神障害者 

３２．３万人（１０．１％） 

施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．９％） 

 

【年齢別】

               身体障害者（児）                 知的障害者（児）           精神障害者 

                ３９３．７万人                    ７４．１万人              ３２０．１万人 

 

 

 

６５歳未満の者（３１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（９１％） 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（６４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（６９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３６％） 

６５歳以上の者（９％） 

 

障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）

うち６５歳未満 ５０％

うち６５歳以上 ５０％

※身体障害者（児）数は平成23年（在宅）、平成21年（施設）の調査等、知的障害者（児）数は平成23年の調査、精神障害者数は平成23年の調査による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。

※平成23年の調査における身体障害者（児）数（在宅）及び知的障害者（児）数（在宅）は岩手県、宮城県、福島県、仙台市、盛岡市、郡山市、いわき市及び大阪市を除いた数値である。知的障害者（児）数（施設）は、宮城県、福島県の一部市町村を除いた

数値である。

※平成23年の調査における精神障害者数は宮城県の石巻医療圏及び気仙沼医療圏並びに福島県を除いた数値である。

※在宅身体障害者（児）、在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.5万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には含まれていない。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

障害者の現状

○障害者の総数は７８７．９万人であり、人口の約６．２％に相当
○そのうち身体障害者は３９３．７万人、知的障害者は７４．１万人、精神障害者は３２０．１万人
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施設から地域への移行推進

【ケアホーム・グループホームの利用者数の推移】

【施設入所者数の推移】
入所者数（人） 出典：国保連データ速報値等

○入所施設の利用者数は着実に減少。
○ケアホーム・グループホーム利用者は着実に増加。

平成17年度
（17年10月１日）

平成20年10
月（国保連
データ）

平成21年10
月（国保連
データ）

平成22年10
月（国保連
データ）

平成23年10
月（国保連
データ）

平成24年10
月（国保連
データ）

平成25年10
月（国保連
データ）

平成26年10
月（国保連
データ）

146,001 144,425

139,851 139,859

136,653
134,573

133,362 132,588

平成17年度

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
総
量

グループホーム
３．４万

（人分）
平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月

48,394人
55,983人

63,323人
71,866人

42,027人

出典：国保連データ速報値等

ケアホーム
グループホーム

81,729人
88,897人

平成26年3月
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グループホーム（共同生活援助）

（介護サービス包括型） （外部サービス利用型）

利用対象者 障害支援区分にかかわらず利用可能

サービス内容 食事や入浴等の介護や相談等の日常生活上の援助

介護が必要な者
への対応

当該事業所の従業者により
介護サービスを提供

外部の居宅介護事業所に委託

報酬単位
世話人の配置及び支援区分に応じて

645単位～181単位

世話人の配置に応じて (基本ｻｰﾋﾞｽ)
257単位～120単位

ｻｰﾋﾞｽに要する標準的な時間に応じ
て (受託居宅介護ｻｰﾋﾞｽ) 99単位～

事業所数 5,016事業所 1,514事業所

利用者数 77,720人 16,010人

グループホームの概要

☆ 単身での生活は不安があるため、一定の支
援を受けながら地域の中で暮らしたい方

☆ 一定の介護が必要であるが、施設ではな
く、地域の中で暮らしたい方

☆ 施設を退所して、地域生活へ移行したいが
いきなりの単身生活には不安がある方 など

具体的な利用者像

☆ 障害者の方に対し、共同生活住居において、

相談、入浴、排せつ又は食事の介護、家事等の

日常生活上の支援を併せて提供。

具体的な支援内容

事業所数・利用者数については、国保連平成26年11月サービス提供分実績

☆ 共同生活住居ごとに１以上のユニットが必要
☆ ユニットの入居定員は２人以上１０人以下
☆ 居室及び居室に近接して設けられる相互に

交流を図ることができる設備を設ける
☆ 居室の定員：原則１人
☆ 居室面積：収納設備を除き７．４３㎡

必要な設備等

★ 住宅地に立地
★ 入居定員は原則１０名以下

（既存建物を活用する場合は、最大30名以下）

○グループホームは、障害のある方が地域の中で家庭的な雰囲気の下、共同生活を行う住まいの場。
○１つの住居の利用者数の平均は５名程度。

93,730人
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グループホーム

平成19年3月
障害福祉計画に

係る進捗状況実績

平成20年3月
国保連データ

速報値

平成21年3月
国保連データ

速報値

平成22年3月
国保連データ

速報値

平成23年3月
国保連データ

速報値

平成24年3月
国保連データ

速報値

平成25年3月
国保連データ

速報値

平成26年3月
国保連データ

速報値

93,730人

平成26年11月
国保連データ

速報値

平成17年度

提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
の
総
量

（人分）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（対前年度 10%増） （対前年度 12%増） （対前年度 15%増） （対前年度 16%増） （対前年度 13%増） （対前年度 13%増）

第２期障害福祉計画第１期障害福祉計画第１期障害福祉計画 第３期障害福祉計画

平成24年度 平成25年度 平成26年度

（対前年度 14％増） （対前年度 9％増） （対前年度－）

実 績 見込量

グループホームの利用者数の推移

○障害児・者の地域移行を推進し、障害者が居住の支援と日中活動の支援を自ら選択して利用できる昼夜分離を進め
るなど、障害児・者が地域で安心して生活するためのサービス基盤の整備を促進する。

○グループホームの整備促進は、障害者の居住支援という観点から重要であり、各自治体が策定した障害福祉計画に
おいては、平成２６年度に１０．０万人の利用が見込まれている。

（※平成25年度以前は旧グループホーム・旧ケアホームの利用者数）
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戸建て, 
47.3%

マンショ

ン, 12.7%

公営住

宅, 
16.0%

UR, 
5.5%

民間賃貸

（戸建て）, 
1.7%

民間賃貸

（共同住

宅）, 
12.8%

福祉ホー

ム、

グループ

ホーム, 
0.2%

その他, 
1.1%

戸建て, 
46.6%

マンション, 
13.0%

公営住宅, 
15.4%

UR賃貸, 
3.0%

民間賃貸

（戸建て）, 
1.5%

民間賃貸

（共同住

宅）, 10.3%

グループ

ホーム、ケ

アホーム, 
7.6%

その他, 
0.3%

戸建て, 
29.5%

マンション, 
9.8%

公営住宅・

UR賃貸, 
21.1%

民間賃貸

（共同住

宅）, 
35.2%

給与

住宅, 
1.0%

グループ

ホーム, 
1.8%

その他, 
1.6%

（出典）平成20年度東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」

【知的障害者】 【精神障害者】

○持家の割合
：約６０％

○民間賃貸の割合
：約１４．５％

○民間賃貸の割合
：約１１．８％

○持家の割合
：約５９．６％

○民間賃貸の割合
：約３５．２％

○持家の割合
：約３９．３％

【身体障害者】

住宅の種類の現状（東京都）

○身体障害者・知的障害者の持家の割合は高い一方、精神障害者の借家の割合は高い。

２９


